
◯ 本制度は、元請建設企業が公共工事等の発注者の承諾を得たうえで、工事請負代金債権を譲渡
し、融資を受ける仕組み。

◯ 債権を譲渡された事業協同組合、公共工事前払金保証会社の子会社等（融資事業者）は、当該債
権を担保に、国費と民間出えん金で造成された「建設業安定化基金」の債務保証を受けて資金調達
を行い、元請建設企業に対し低利での融資が可能。

◯ 元請建設企業への円滑な資金供給により、工事途中段階における資金繰りの改善、経営基盤の強
化が図られるとともに、下請建設企業に対する適正な代金の支払いを促進し下請建設企業の保護、
連鎖倒産の防止に寄与。
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基金残高 141.62億円
（令和元年度末）
（令和3年3月末まで）

発注者に対する債権④工事出来高査定

（一財）建設業振興基金

国庫補助金
67.85億円

民間出えん金
73.77億円

＜建設業安定化基金・債務保証実績＞
H24年度 2,970件・694億円 H25年度 2,978件・707億円 H26年度 3,341件・900億円
H27年度 2,372件・620億円 H28年度 1,562件・428億円 H29年度 1,506件・424億円
H30年度 1,515件・417億円 R01年度 1,394件・412億円

地域建設業経営強化融資制度 別添①



下請債権保全支援事業 （平成22年3月～）

○ 建設業の重層下請構造において、下請建設企業・資材業者が元請建設企業に対して有する下請代金等債権を
保全することにより、下請建設企業等の経営・雇用の安定、元請建設企業の資金繰り悪化等による連鎖倒産の
防止を図ることが必要。

○ 下請建設企業等が元請建設企業に対して有する債権について、元請からの債権回収が困難となった場合に、
当該債権の支払いをファクタリング会社が保証する仕組みを構築。本基金により、
・元請の倒産等により保証債務が履行された際に、ファクタリング会社に対し一定の範囲内で損失を補償。
・下請建設企業等がファクタリング会社に支払う保証料が許容可能な水準に収まるよう、保証料を助成。
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建設業債権保全基金

保証料負担軽減緊急リスク軽減
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※ 基金がすべて取り
崩された場合に
は、その時点で終
了

債権の回収困難時に、
損失補償
(損失補償割合75％)

基金残高 32.23億円
（令和元年度末）

＜保証総額＞
H29年度：431億円
H30年度：355億円
R01年度：322億円

基金事業の終了予定時期は毎年度見直し：
令和２年度末まで1年間の延長

保証料負担軽減のための
助成
保証料の1/3
（年率1.5％上限）

国庫補助金
32.23億円
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